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Digital Learning Credentials at Hokkaido University:

Visualizing Learning Outcomes UsingʠHokudai BadgesʡandʠOpen Badgesʡ

Rie Emoto＊

Institute for the Advancement of Higher Education, Hokkaido University

北海道大学におけるデジタル学修歴証明の導入
─北大バッジ・オープンバッジの2種類のバッジを用いた学修成果の可視化─

江本 理恵＊＊

北海道大学高等教育推進機構

Abstract─ This report outlines the new digital learning credential system scheduled for introduction at
Hokkaido University for students entering in Academic Year 2026. The system visualizes and certifies
diverse student learning outcomes in response to the societal trend of prioritizing specific skills and
knowledge gained throughout life. In terms of ensuring both broad internal applicability and international
recognition, the university utilizes a unique dual-badge approach. This comprises Hokudai Badges, which are
issued flexibly by the university for internal awards, titles, and educational program completion, and Open
Badges, which are compliant with international standards (1EdTech) and issued via external organizations
for certified Micro-credentials. The Open Badges require stringent quality assurance, which is often linked to
the internal quality assurance of degree courses. While certification of educational program completion is the
primary focus of both systems, the framework is designed to be inclusive of various student achievements,
including awards and titles. Future challenges involve the establishment of a quality assurance framework for
non-curricular programs, such as recurrent education for working adults, and adaptation to the continuous
evolution of international standards for digital credentials.

(Accepted on 30 January 2026)

1．はじめに

社会の急激な変化に伴い，社会が求める人材像は，
従来の学位の取得のみならず，生涯にわたる多様な
学習によって獲得した特定の知識やスキル，すなわ

ち⽛学修歴⽜を重視する方向へと変化している。こ
の傾向は，教育機関および社会・学習者の双方に課
題と機会をもたらしている。
高等教育機関では，従来の学位に加えて，学生が

学位プログラムやその枠を超えた学修によって身に
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付けた能力や経験を，学内外に提示できる形で⽛可
視化⽜する学修成果証明の仕組みの構築が求められ
ている。実際，国立大学法人では，国立大学法人運
営費交付金における⽛成果を中心とする実績状況に
基づく配分（客観共通指標）⽜の指標の一つとして，
⽛成績表以外で学修成果を学生ごとに客観的・多元
的に可視化し，就職活動時や卒業時に企業等に対し
て分かりやすく提示する取組⽜の実施状況が評価の
対象となっている（文部科学省，2025）。一方で，学
習者には，リカレント，リスキリング教育等を通し
て獲得した専門的な知識やスキルを，キャリアアッ
プ等の場で活用したいというニーズがある（井上，
2024）。
この課題への具体的な対応策として，国際的な技

術標準規格に準拠し，高い信頼性を担保するオープ
ンバッジ（1EdTech Consortium，2025a）を用いて，特
定のスキルや学習成果を短期間で証明するマイクロ
クレデンシャル（UNESCO，2022）による学修歴を
証明する動きが，欧州（EU）や米国，豪州，シンガ
ポールなどを中心に進んでいる。
例えば，オープンバッジの国際的な基準を策定し

ている 1EdTech Consortium（2022）が 2022 年度に
行った調査では，個人が獲得できるオープンバッジ
は世界中で合計 521,070 個にまで及んでいることが
報告されている。同調査によると，2018 年の調査お
よび 2020 年の調査と比較すると，この 4 年の間に
獲得可能なバッジの総数は 172％増加し，発行され
たバッジは 211％増加していることがわかる。さら
に，この 521,070 個のオープンバッジのうち，
430,272 個が米国の発行者から発行されており，米
国での普及が際立っていることが読み取れる。
高等教育機関に目を向けると，米国の高等教育機

関 で あ る MIT は，MITx MicroMasters Programs

（2025a）として，大学院レベルの複数の教育プログ
ラムを非正規生（社会人など）へ提供し，修了者に
⽛デジタル証明書（MicroMasters Program Credential）⽜
を発行している。そして，この証明書は，複数の大
学において修士課程の一部として認められている
（MITx MicroMasters Programs，2025b）。アジア圏で
も，Singapore Institute of Technology（2025）が，マイ
クロクレデンシャルの積み重ねで学士号が獲得でき
る⽛Applied Computing Degree (via CSM Pathway)⽜を

開始している。
このように，世界各国でマイクロクレデンシャル

の活用は進んでおり，大学教育のあり方自体に変革
をもたらしている。
日本におけるオープンバッジやマイクロクレデン

シャルの導入状況は，海外に比較して遅れが指摘さ
れているものの（未来工学研究所，2022），国際基督
教大学や芝浦工業大学などの複数の大学で導入が進
んでいる（未来工学研究所・NTTビジネスソリュー
ションズ株式会社，2024）。
上記の背景に基づき，北海道大学では令和 8年度

（2026 年度）からのデジタル学修証明制度の導入に
向けて議論を進めてきた。本稿ではその導入までの
議論の内容と策定された制度の概要を報告すること
を目的としている。
後述するように，本制度は，最終的に大学が柔軟

な基準で発行できる北大バッジと，国際的な通用性
を担保するオープンバッジの 2種類を導入するとい
う独自の方針を採用している。そこで，具体的な制
度設計にいたるまでの議論と，結果として導入を決
めた 2種類のバッジの性質について，後述する勉強
会の資料，ワーキンググループや最終的に教務委員
会等で策定した資料等を整理して，報告することと
する。

2．学修成果の可視化ワーキンググループ

2.1 ワーキンググループの設置目的と体制

北海道大学教育改革室学修成果の可視化ワーキン
ググループ（以下，本WG）は，教育に関する課題に
対応するため，筆者を座長とし，教育改革室から 2
名，文系学部から 2名，理・医系学部から 2名，学
務部長，学務企画課長，教育推進課長，それぞれの
課長補佐の計 12 名を構成員として令和 5 年度に設
置された。
本WGが目標としているのは，これまで種々の答

申，報告等でなされてきた⽛学生の学修成果の把握・
可視化⽜への全学的な対応が十分にできておらず，
国立大学法人運営費交付金における⽛成果を中心と
する実績状況に基づく配分（客観共通指標）⽜（文部

Rie Emoto: Digital Learning Credentials at Hokkaido University: Visualizing Learning Outcomes Using “Hokudai Badges” and “Open Badges”

─ 46─



科学省，2025）等において十分な成果を出せていな
い現状を解決するための方策を策定することであ
る。
この目的達成のため，本ワーキングの検討内容と

して次の 2 点が設定された。1 点目は，取得単位数
から学位授与の方針の達成状況を量的に算出する仕
組みを構築することである。この仕組みが構築でき
れば，従来の成績表には科目毎に取得単位数が表示
されるのに加えて，構築したシステム上では学位授
与の方針毎に取得単位数を算出した結果を学生に提
示できるようになる。同じような仕組みは岩手大学
（江本・後藤，2023）などの複数の大学ですでに導入
されており，外部テスト等などを新たに導入しなく
ても従来の成績表以外の形での学修成果の可視化が
できるという利点がある。2 点目が⽛デジタルバッ
ジ⽜に関連する事項である。⽛デジタルバッジ⽜につ
いては，学内でも部局毎に導入が行われ始めており，
今後を見据えて，北海道大学としての⽛バッジ⽜の
発行ルール等を決める必要があると判断され，今回
の議論の対象となった。

2.2 議論の進め方と勉強会の実施

本WGの第 1 回は令和 5 年 12 月に開催され，当
初は学位授与の方針の達成状況可視化に関する議論
を行った。本内容については令和 6 年 11 月の教務
委員会にて一定の合意を得ることができため，次に
⽛デジタルバッジ⽜に関する議論を開始することと
なった。ここで，既存の制度に合わせるのではなく，
学士・修士課程を含む全学で組織的に運用すること
を目指す方針を確認した。
議論開始に際し，座長，構成員，担当事務職員の

いずれもが⽛デジタルバッジ⽜に関する専門知識を
十分に有していなかったため，最初に勉強会を開催
することとした。
本勉強会は，2024 年 10 月 17 日に主に WGのメ

ンバー，学務部の職員を対象として北海道大学にて
開催した。講師には慶應義塾大学特任教授の井上氏
を招き，⽛マイクロクレデンシャルとデジタル学修
歴の最新動向と標準化⽜というテーマで講演をして
いただき，その後，質疑応答を行った。オープンバッ
ジやマイクロクレデンシャルについては，井上氏の

文献（井上，2024）を参照いただきたいが，質疑応
答では，複数の科目からなる教育プログラムである
マイクロクレデンシャルの考え方とオープンバッジ
の関係性，および，マイクロクレデンシャルに必須
の質保証の考え方についての質問が出された。とり
わけ，教育プログラムを通して学生が⽛獲得した能
力⽜を，具体的に名称をつけて⽛獲得した能力⽜と
して証明するのか，それとも，その能力を育成する
ことを目的とした教育プログラムを修了したことを
証明するのか，については議論が行われた。これら
の結果，本勉強会を通してWGでは以下を確認する
こととなった。

・ デジタルバッジ：デジタルを用いた技術の一
つ。本ワーキングでは，オープンバッジ等と
の名称の混乱を避けるため，デジタル形式の
証明書全般を指す用語として，⽛デジタル学
修歴証明⽜という用語を使うこととした。

・ オープンバッジ：国際的な技術標準規格
（1EdTech Consortium，2023，2025b）に準拠し
たデジタル証明書の技術的枠組み。マイクロ
クレデンシャルなどによる学習成果を，改
竄・偽造不可能な形式で発行することができ，
デジタル学修歴証明の基盤となる。

・ マイクロクレデンシャル（MC）：マイクロク
レデンシャル（MC）は教育プログラム自体
と教育プログラムの学修歴の証明という 2つ
の側面を持っている。この定義は国によって
違っているが，UNESCO（2022）に基づくと
以下のようにまとめられる。
1．学習者が知っていること，理解している
こと，またはできることを証明する，対象
が重点化された学修成果の記録である。

2．明確に定義された基準に基づいたアセス
メントを含み，信頼できる提供者によっ
て授与される。

3．単独で価値を持ち，さらに他のマイクロ
クレデンシャルまたはマクロクレディン
シャルの一部を構成したり，それらを補
完したりすることができる（既修得学習
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の認定も含める）。
4．関連する質保証が求める基準を満たす。

・ 質保証：マイクロクレデンシャルにおいては，
実施する組織による⽛質保証⽜が重要な観点
の一つとなる（井上，2024）。日本の高等教育
機関の場合，正課の範囲内の教育プログラム
であれば，全学の質保証の傘下に入ると解釈
し，正課の質保証の枠組みを適用させられる
と考えることができる。

・ 一般社団法人オープンバッジネットワーク
（2025）：オープンバッジを発行する団体の一
つ。オープンバッジは，外部の信頼できる組
織を通して発行することとなる。

2.3 デジタル学修歴証明の種類の検討

上記勉強会後，デジタル学修歴証明の発行につい
て，本WGでは次の 2つの点を満たす方策について
議論を行った。

1）学生の正課・正課外の多様な活動を証明す
ること。

2）国際的な通用性を担保すること。

国際的に通用する学修証明の手段としてはオープ
ンバッジが適切であると考えられるが，外部の信頼
できる組織を通しての発行に限られることから，外
部組織の事情に左右されることに加えて，原則とし
て修正・取消ができないという制約がある。そのた
め，厳格なルールのもとで発行する必要がある。一
方，令和 8年度導入予定の新学務システムに実装さ
れる⽛アワード⽜機能を用いると，大学がバッジ発
行の条件を管理でき，柔軟な運用ができる。しかし，
学務システムの機能を用いることになるので，学務
システムに登録されない学籍のない者には付与でき
ず，卒業後にはアクセスできなくなるというデメ
リットがある。
本WGでは，これらのメリット・デメリットに鑑

み，北大バッジとオープンバッジの 2つの⽛デジタ

ル学修歴証明⽜の導入を提案することとした。

2.4 発行対象の検討

上記バッジ発行の方向性が決まったところで，次
にデジタル学修歴証明（北大バッジ・オープンバッ
ジ）を⽛何に対して⽜発行するかという議論を行っ
た。先行する北海道大学大学院博士課程の EXEX

博士人材フェローシップの事例では，教育プログラ
ムを通して獲得する⽛能力（コンピテンシー）⽜に対
してオープンバッジを発行している（北海道大学，
2025a）。しかし，学生が獲得した⽛能力⽜を証明す
ることの難しさから，対象となる人数が多い学士課
程・修士課程において，この方法を実施するのは現
実的ではないとの結論となった。このため，大学が
長期的かつ対外的に保証する，つまりオープンバッ
ジの発行対象は，原則として⽛教育プログラムの修
了⽜であることを確認した。そして，⽛教育プログラ
ム修了⽜以外の⽛多様な活動の証明⽜についてはオー
プンバッジ以外の方法で発行することとした。
この方針に基づき，⽛学生の正課・正課外の多様な

活動の証明⽜と⽛国際通用性の担保⽜という二つの
目的を両立させるため，前述の 2つのデジタル学修
歴証明を表 1のように整理した。

3．北海道大学におけるデジタル学修歴
証明制度

上記議論を経て，令和 7年 8月に⽛北海道大学に
おけるデジタル学修歴証明に関するガイドライン⽜
を全学の教務委員会において策定した（北海道大学，
2025b）。本ガイドラインに基づき，北海道大学では，
学生の学修成果の可視化を実現するため，⽛北大バッ
ジ⽜と⽛オープンバッジ⽜の 2種類のデジタル学修
歴証明制度を令和 8年度（2026 年度）入学生より導
入する予定である。
なお，デジタル学修歴証明の対象となる学修歴は，

実施責任者の申請に基づき，教務委員会の議を経て
総長が認定したものとなる。そして，デジタル学修
歴証明の対象として認定された学修歴の実施責任者
は，認定された学修活動の実施状況を毎年度教務委
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員会に報告するものとする。

3.1 北大バッジ

北大バッジは，北海道大学の学生に対して，多様
な学修歴を証明するために学務システムにより発行
されるデジタル証明である。

3.1.1 北大バッジ発行の要件
北大バッジにより証明する学修歴は，⽛表彰等⽜お

よび⽛教育プログラム等の修了⽜とし，次の要件を
すべて満たすものとする。ただし，学務システムを
用いるため，北海道大学に学籍をもたない者や学籍
を離脱した者（卒業・修了，退学・除籍等）に対し
ては発行できないという制約がある。

（1）北大バッジにより証明する学修歴
・ 北海道大学（各学部等を含む）が主催または

これに準じた表彰等及び教育プログラム等で
あること。

・ 表彰等及び教育プログラム等の学内における

組織的な責任体制が明確となっていること。
・ 次に掲げる共通記載事項を明示できること。

（2）共通記載事項
北大バッジにより証明する学修歴は，以下の共通

記載事項を明示するものとする。
・ 表彰等及び教育プログラム等修了の認定日
・ 内容（表彰等及び教育プログラム等の目的，

表彰等の実績，教育プログラム等の修了によ
り獲得した能力）

3.2 オープンバッジ

オープンバッジは，北海道大学が認定したマイク
ロクレデンシャルに該当する教育プログラムの修了
に対して発行されるものとする。

3.2.1 オープンバッジ発行の要件
オープンバッジの対象となるプログラムは，教務

委員会において次の要件を全て満たすと判断された
ものである。
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表 1 北大バッジ及びオープンバッジの比較

北大バッジ オープンバッジ
主な目的 大学における多様な学修歴（表彰・称号・教育プログラム

の修了等）を柔軟に証明・可視化する。
国際的な通用性を担保し，マイクロクレデンシャルの修
了を証明する。

対象となる学修歴 ① 表彰・称号等
② 教育プログラム等の修了

① 教育プログラムの修了

認定の要件 ① 北海道大学（各学部等を含む）が主催またはこれに
準じた表彰等であること

② 表彰等の学内における組織的な責任体制が明確と
なっていること

③ 北大バッジ共通記載事項を明示できること

① 総長またそれに準ずる者（部局長を含む）によって
修了が認定されるプログラムであること

② 学修者の目的意識に基づいて修了するプログラムで
あること

③ 本学が定めるマイクロクレデンシャルに該当するプ
ログラムであること

認定手続 ・実施責任者の申請に基づき，教務委員会の議を経て総長が認定する。
・実施責任者は，認定された学修活動の実施状況を毎年度教務委員会に報告する。

質保証 ・実施する組織的な責任体制が明確であること。 ・大学の学位課程に位置付けられた授業科目で構成され
ている場合は，全学の質保証システムの傘下で自己点
検・評価が行われていること。

・正課外の教育プログラムの場合は，組織的な質保証が
実施されていること。

発行形式 ・学務システムを通して発行
・暗号化された PDF形式

・一般社団法人オープンバッジネットワークを通じて発
行

・1EdTech（Open Badges 2.0 および Open Badges 3.0）の
技術規格に準拠したデジタル証明

被授与者 ・本学在学生のみ ・プログラム修了者
（学外者にも発行可能）

（出典）⽛北海道大学におけるデジタル学修歴証明に関するガイドライン⽜（北海道大学，2025b）の【比較表】を参照し，筆者が作成。



1）総長またそれに準ずる者（部局長を含む）によ
り修了を認定するプログラムであること。

2）学修者の目的意識に基づいて修了するプログ
ラムであること。すなわち，受講者が当該プ
ログラムの目的等を理解して受講または修了
するプログラムのみが対象となり，所定の単
位を修得すれば自動的に認定されるようなプ
ログラムは対象外とする。

3）マイクロクレデンシャルに該当するプログラ
ムであること。

3.2.2 マイクロクレデンシャルとしての要件
北海道大学では，オープンバッジを発行するプロ

グラムについて，以下の観点を⽛マイクロクレデン
シャル⽜に該当するための要件として教務委員会に
て確認を行うこととしている。

1）プログラム全体の時間数が学位課程の 1 年間
の時間数（概ね 30 単位）を超えないこと（4単
位～12 単位程度を想定）。

2）学修成果の評価が行われていること。
3）マイクロクレデンシャル共同WG（2023）の定
める共通記述子の項目に準拠する共通記載事項
により獲得した能力等が明示可能であること。

4）質保証が行われていること。

なお，現時点では，質保証の要件として以下のい
ずれかに該当することが定められている。

1）プログラムが授業科目で構成され，かつ，当該
科目が本学の学位課程の一部に位置付けられ
ており，⽛北海道大学質保証規程⽜（北海道大学，
2023）及び⽛北海道大学における教育活動に係
る内部質保証に関する要項⽜等に基づいて毎
年度自己点検・評価が実施されていること。

2）プログラムの一部に授業科目以外の活動等が
含まれる場合は，評価委員会等によるプログ
ラムの目的に照らした組織的な質保証が実施
されていること。

3.3 二重発行の禁止

オープンバッジの要件を満たす教育プログラムは
北大バッジの要件も充足することが考えられるが，
二重での発行は行わないこととなった。プログラム
の実施責任者はいずれかのデジタル学修歴証明を任
意に選択して申請を行うこととなる。

4．まとめと今後の課題

本稿は，北海道大学において令和 8年度（2026 年
度）入学生より導入されるデジタル学修歴証明制度
について，その検討プロセスと制度の概要を報告す
るものである。北海道大学は，学内での多様な活動
の可視化と国際通用性という 2つの目的を両立させ
るため，北大バッジとオープンバッジの 2種類のデ
ジタル学修歴証明を導入することとした。そして，
オープンバッジについては，学位課程に含まれる授
業科目から構成されたプログラムを原則とし，マイ
クロクレデンシャルに求められる⽛質保証⽜の観点
を取り込んだ具体的な要件（自己点検・評価の実施
等）を策定した（表 1）。

4.1 制度設計の理念と特長

本制度の設計においては，バッジの色や形といっ
た表面的な要素に関する議論は意図的に行わなかっ
た。これは，Open Badge 3.0（1EdTech Consortium，
2025b）にはバッジの画像要件が含まれなかったこ
とに鑑み，バッジの色や形にこだわることで制度が
複雑化し，本来の目的である⽛学修成果の証明⽜か
らずれてくる危険性を避けるためである。本制度
は，バッジを⽛発行する側⽜ではなく，学生や企業
など，発行されたバッジを⽛受け取る側⽜の視点を
最優先とし，できるだけシンプルで分かりやすい制
度となるように構築されている。国際標準規格であ
るオープンバッジは，今後も様々な新しい考え方が
組み込まれてくることが予想されるため，それらを
取り込めるような柔軟な基盤整備を目指した成果で
もある。
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4.2 今後の課題と展望

本制度は令和 8年度（2026 年度）入学生から運用
開始となるが，デジタル学修歴証明をめぐる国際的
な基準や技術，社会のニーズは日々変化しているた
め，運用後の継続的な見直しと改善は欠かせない。
なお，以下の 2点については，今後の課題として

検討を進める必要がある。

4.2.1 リカレント教育等の正課外教育プログラム
への対応

北海道大学のオープンバッジ制度は，質保証の観
点から原則として正課（学位課程の一部）の範囲内
の科目からなるプログラムを対象としている。しか
し，今後，社会人向けのリカレント，リスキリング，
生涯学習のニーズは高まると予想され，これら社会
人等を対象とする正課外の教育プログラムに対して
もデジタル学修歴証明を発行できるよう，制度を整
える必要がある。この整備においては，正課とは異
なるプロセスとなる⽛プログラムの目的に照らした
組織的な質保証⽜をどのように確立・維持していく
かが鍵となる。北海道大学が発行しているバッジは
国際的にも価値があるという信頼を得られるよう，
⽛出す側⽜ではなく⽛受け取る側⽜を意識した制度設
計が重要である。

4.2.2 国際基準への迅速な対応
デジタル学修歴証明の国際基準は日々進化してお

り，例えば，Open Badge 3.0（1EdTech Consortium，
2025b）では，第三者による認定（エンコードメント）
機能などが盛り込まれ，バッジの信頼性や価値をさ
らに高めることができるなどの新機能が追加されて
いる。国際的な通用性を担保するためは，今後も継
続的に国際基準等の議論の方向性を注視し，制度や
運用を常に見直し，対応・改善の必要がある。
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